
(別紙様式4)

【職業実践専門課程認定後の公表株式】

令 和 5年 6月 30日 ※ 1

(前 E。]公表年月日1令 :D4年 7月 01日 )

職業実践専門課程の基本情報について

(留意事項 )

1 公表年月日(※ 1)

最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後1か 月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度7月 末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

2就 職琴の状′兄(※ 2)

「就職率J及 び「卒業者に占める就4載者の割合」こついては、「文部科学省における尊修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて(通知)(25文 科生第596号 )」 に留意
し、それぞれ、「大学 短期大学 高等専門学校及び尊修学校卒業予定者の就職 (内 定)状 況調査」又は「学校基本調査」1こおける定義に従います。
(1)「 大学 短期大学 高等専門学校及び草修学校卒業予定者の就職 (内定)状 況調査」における「就職率Jの 定義について
①「就職率」こついては、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者て除したものをいいます。
12う「就職希せ望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員(雇用契約期間が1年 以上の非正規の職員として就職した者を含む)として最終的に就職した者 (企業等から採用通知などが出された者)を い
います。
※「就職 (内定)状 況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在ュ皓している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜問部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、男1科 の学生は除きます。
(2)「 学校基本調査」こおける「卒業者に占める就職者の割合Jの 定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
(2)「 就職Jと は給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家 自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません(就 1■ したが就職先が不明の者は就職者として扱う)。

(3)上 る己のほか、「就職者数(関連分野)Iは 、「学校基本調査〕における「関連分野に就母能した者 Iをな司L載します.また、「その他 1の lfぃ引は、関連分野へのアルバイト者数や進

3主な学修成果(※ 3)

認定課程において取得目f票とする資格 検定等状況についてき己載するものです。1'国家資格 検定のうち、惨7と同時に取得可能なもの、(ぞ)国 家資格 検定のうち、修7と
同時に受験資格を取得するもの C)その他(民間検定等)の種別区分とともに、名称、受験者〕故及び合格者数を記革二します。自由記述樹には 各認定学科における代表的
な学修成果(例えば、認定学科の学生 卒業生のコンテスト入貧状況等)について記斎tし ます。

福岡医健・スポーツ
専門学校

平成 14年 4月 1日 古谷野 潔

〒8120032
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学校法人滋慶学園 昭和 58年 12月 23日 浮舟 邦彦

T134-0084
東京都江戸川区東葛西6162

(雷 言舌)03-5578-3311

医療 医療専門課程 救急枚命公務員科
平成 19年 文部科学省

告示第20号

学科の 目的

認定年月日

惨業年限

―刻を争う救急現場において、冷静な判断と処置ができる確かな知:縦 と技術は勿論のこと、幅広い教養と豊かな人間性を備えたプレホスピタルケア 病
院前救護のプロを養成する。

昼 夜 講義 演習 実習 実験 実技

3 昼 間

105人 109人 0人 5人 13人 18人

学期制度
日前期 4月 1日 ～9月 30日

■後期 :10月 1日 ～3月 31日
成績評1面

について、出 試験の成績、レポート課

長期休み
日夏 季
■冬 季
日学年末

7月 29日 ～ 9月 18日
12月 23日 ～ 1月 8日
3月 1日 ～ 3月 31日

卒業・進級
条件

1 当該学年において、履修すべき学科目(必須科目)のうち、履
惨を認定されない学科目が 1科 日以上あれば、進級 卒業てきな

2履惨すべき学科目のいずれ力Чこついて、出席回数が総授業
回数の3分の2未満の者は、進級 卒業できない。

学修支援等

ロクラスケロ任制 有

課外活動

日課外店動の種類

Э各種企葉プロジェクト実行委員会 ②ポランティア実行委員会③学園
禁実行委員会④体育大会実行委員会 その他

日個別相談 子目導等の対応
⑦担任による定期的,継続的個別面談の実施及び保護者との密接
な連携強化
②成績不振者に対する個別指導強化及び補習の実施

就職等の
状況※2

E主な′7元H駐先、莱界寺 (令和4年度卒業■)

消防署、病院、公務員(行政職 )

主な学修成果
(資格 検定等 )

日国雰資橋・検足/そ の他・民間検定等

救急救命士 ② 27フ( 27人

※種別の桐には、各資格・検定について、以下の①～③のいすれ力Чこ該当す
るかIE載する。
O国家資格 検定のうち、修7と同時に取得可能なもの
Э回雰賣格検定のうち、構7と同時に受験資格を取得するもの

Эその他(民 間検定等)

日自由記述欄
(例 )認定学科の学生 卒業生のコンテスト入賞状況等

■ 7九 瞬指導内容
就職を専門に支援するキャリアセンターを設置し、一人ひとりの希望に
沿つて、履歴書指導、面接指導、求人獲得、企案見学 採用試

g決の設定
から内定狂今交′■歩等を個み1に 行つている。また、仮に卒業式までに就職
が決まらなくても、全ての学生の就職が決よるよて、卒業後も支援を行つ

13

日卒業者に占める就職者の割合
481

令れ】年度キ業者に llす る

中途退挙
の現状

日中達退字者                10名       日中退率

令和 4年 4)11日 時点において、在学者 103名 (令 れ14年 4)11日 人学者を含む )

令和 5年 3'131日 ‖キ点において、在学者 ()3名 (令 和 5年 3)131日 卒業者を含む )

日中途退学の主な理由

進路変更、経済的困窮、家庭事情、その他

97%

■ 甲 退 ワテ止 甲 選 者 :更 族 の ため の 月又組

Э成績不振者に対する個別指導強化及び補習の実施(D付属の慶成会クリエックによる健康管理 (受診料実子霊負担なし 薬代負担なし)◎進路変更希望
者に対しては、担任と共に草任の進路変更委員が支援を行う。本人の希望に基づき滋慶学回グループ内への転検 転科が可能④担任による定期的 継
続的個別面談の実施及び保護者との連携強化⑤常駐の臨床心理士 (カウンセラー)による早期介入支援(メンタルサポート)⑤学費や経済面のサポート
は、事務局会計課 専任のファイナンシャルアドバイザー 奨学金担当がきめ細かな支援を行つている

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等滅免制度: 有
①滋慶奨学金 (在 校生対象の貸与型奨学金 無利子)

②学費分割納入制度 (無 金利'手 数料等無、保証人不要)

①長期履修制度(留年に伴う学費免除)

■専門実践教育訓練給付:非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意言E載

第二者による

学校BT価

■民間のぅ+価機関手から第三者評 1面 : 釆
※有の場合、例えば以下について任意記載
(評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページURし )

当該学科の
ホームページ

URと
HTTP://www ken acip/



1「専攻分野に関する企業、団体等(以下「企業等」という。)との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行つていること。」閥
係

(1)教育課程の編成 (授業科日の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。)に おける企業等との連携に関する基本方針

業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界回体、職能団体の役職員及び実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業
の役職員が参画する教育課程編成委員会を年2回 実施し、業界の動向や変化、それに伴うニーズや必要な人材像を把握すると共に、実施している授業
やカリキュラム等を各委員に検証してもらいアドバイスや意見を頂く。また、教員による実習先訪問や就職担当による企業訪問を通して更なる情報収集を
図る。それらを十分に生かしつつ、力リキュラムや授業方法の改善、授業科目の開設等を図り、実践的かつ専門的な職業教育を主体的に実施する。

(2)教育課程編成委員会等の位置付け

教育課程の編成は、理事会の下に設置された教育課程編成委員会において討議した内容を十分に考慮したうえで、学科会議において編成を行うものと
し、委員会の適切な運営は理事会が担保することになっている。また、教員組織規則において、「委員会の審議を通じて示された企業等の要請その他の
情報、意見を十分に生かし、実践的かつ専門的な職業教育を実施する教育課程の編成に努めるJこ とが明記され、この定めに従つて委員会を運営する。
(以下図により、編成意思決定の過程を示す)

(教育課程編成委員会)     (学 校・学科)     (教 育課程編成委員会)     (学 校・学科)

D(実 行 ) C(チ ェック)

(3)教育課程編成委員会等の全委員の名簿

※委員の種別のT手1に は、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
(当 該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「―」を記載してください。)

①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
地方公共団体等の役職員(1企 業や関係施設の役職員は該当しません。)

②学会や学術機関等の有識者
③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

(4)教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

回

て

(開催日時)

1回 令和 5年 5月 19日 1530～ 17:00

2回 令和 6年 1月 26日  1300～ 15:00(予定)

(5)教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

※力リキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

とは男W

開催し、第1回 目を毎年5月 、第2回 目を翌年1月 に実施している。今年度開催 (予 定)日 時は以下の通り。また、委員会欠
聴取を行うなど、必要に応じて、適宜適切に分科会等を開催する場合がある。

習慣、モチベーションに個人差が大きく、個々の学生にあったオーダーメイドの学習方法の確立が必要との指摘があつた。通常授業
・グループ学習・個別指導などを適時適切に取り入れた。また、公務員対策の強化が必要との意見があり、補講及び春季講座・夏季

して

・冬季講座などの充実を図つてきた。来年度は、更に授業時間を増やすと共に、面接指導を特に強化すべ〈計画している。また、病院実習に於いて介
が不足している旨の指摘を頂いたため、病院実習前に看護科教員による「病院実習前実習」を行つた。また、学科を問わず全学科に共通した意見
各委員からは、「コミュニケーションカの強化」「仕事に対する身構え・気構え・心構えといつたプロ意識の確立」「社会的人格形成」「自主性・主体

積極性の育成」「仕事観・職業観の確立による早期退職の防止」「基礎力と柔軟な応用力の育成」など、多くの意見を頂いた。これらを基に、コミュニ

や授業内容・方法の改善を図ると共 |

充実に向けた検討,環境整備に取り
授業以外の教科指導、実習指導、生活指導、就職指導、国試対策指導等あらゆる機

組んでいる。

A(改善 )P(プラン)

名 前 所   属

河野 寛幸
一 般 社 回 法 人

理 事 岳

子昌I司 博 多 トレー ニンクセンイヌー
令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 ) ①

橋本 修ニ 社会 医療法 人財 国池友会 福 岡和 自病院

医療連携室 主幹
令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 ) ③

土本 佳正 子昌I司 医健・スボー ツ専 門 字 校

喜 落 呂 岳
令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 91日 (1年 )

古谷野 潔
fttI」コ医怪・ス不―ツ早 門

~子
穣

学校長
令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 91日 (1年 )

河口 青児
4昌 岡医健 'スボーツ尋 門字校
副構掃・数蒸部再

令和5年 4月 ,日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 )

松原 敏昭
F昌 J医に 'ス不―ツ早 門

~子
萩

教務事務部長
令和6年 4月 十日～ 令和6年3月 31日 (1年 )

川野 岡‖
r畠 岡 医健 'スボー ツ尋 門 字 校
求1魚 末生命 公 務 昌科 学 科 尋

令和6年 4月 十日～ 令和6年3月 31日 (1年 )

2「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習(以下「実習・演習等」という。)の 授業を行つていること。」関係

(1)実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

本検は、「学校と業界が協力をして、業界が求める即戦力の人材を育成し、業界に送り出す」という「産学共同教育」を開検以来実践してきた。即戦力とし
ての職業大教育を行うため、業界と連携して専門知識・技術、人間力を有した人材育成を行つている。このため、特に実習・演習科目に於いては、現場の
第一線で活躍するプロに非常勤講師を依頼するなど、授業内容を業界関係者と共に企画立案し、その実施及び達成度評価を行つている。

(2)実習・演習等における企業等との連携内容

連携企業等と講師業務委託契約を交わした上で、現場の第一線のプロが非常動講師として授業を行つている。学校と非常勤講師が協議して作成したシラ
バスを基に授業は進行され、成績評価は毎授業での到達目標達成度及び学期ごとに行う定期試験の結果をもって総合的に評価される。また、担当非常
勤講師と学科専任教員は常に連携を密にし、情報を共有しながら授業運営に係る問題解決や授業改善に協力して取り組んでいる。更に、業界研修・臨床
実習等を実施し、企業等の指導担当者の下、現場体験を深め即戦力としての更なる知識・技術の習得に努めている。実習実施前の協議を徹底すると共
に、教員による実習巡回を通して指導担当者と教員の連携・情報共有を図り、協力体制を強化して教育効果の向上に努めている。

救急処置実習V
(病 院内実習)

救急医療機関に於いて、救急救命士の役割を
知り、実際の医療現場を通じて実践的な知識・

技術・接遇を身に付ける。

福岡東医療センター・福岡済生会福岡総合病院・佐賀大学医学部
附属病院'九州医療センター・佐賀県医療センター好生館・イロ岡記
念病院・福岡徳洲会病院・福岡和白病院

(3)具体 的な連携の例 ※科自数については代表的な5科 目について記載。



3r企業等と連携して、教員lt対 し、専攻分里翼こおける実務に関する研修を組織的に行つていること。」関係

(1)推 薦学科の教員に対する研修・研究(以下「研修等」という。)の基本方針

学国の定める教職員規定において、専門技術・知識の向上、授業内容・教育技法の改善、クラス運営力の向上、マネジメント能力や指導力の向上などを
研修の目的として、職歴や能力・経験、職責、担当業務に合わせて、定期的・継続的に業界と連携して研修を実施している。企業・業界団体等が開催する
研修会や講習会に専任教員を計画的に参加させ、業界の変化やニーズを的確に把握すると共に、最新の技術・知識の習得に努めている。

(2)研修等の実績

①専攻分里訂こおける実務に関する研修等

・2021年 8月 19日 令和3年度全国救急救命士施設協議会総会 全国救急枚命士施設協議会主催 参加者 :救 急救命科学科長
救急枚命士の現状と今後の進展について学び「総合救急医療」「キャリア講座 1,■ ,Ш 」の授業に活用した。
・2021年 6月 25日 ～26日 第25回 日本救急医学会 九州地方会 主催 :日 本枚急医学会 参加者 :枚急救命科学科長
救急医療・災害医療・終末期医療を学んで「救急処置実習 I・ ■・Ш・V」 の授業に活かした。

②指導力の修得・向上のための研修等

・2021年 3月 20日 令和3年度全国救急救命士施設協議会教員研修 全国救急救命士施設協議会主催 参加者 :救 急救命科学科長
学内実習及び病院実習に係る各行の取り組みを共有し、各種臨床実習における教育効果の向上に活用した。

(2)研修等の実績

a)車政ノ刀ヽ電科こおI十 る窯矛客に閣する研修等

研修名 :第 26回 日本教急医学会九州地方会
主 催 1日 本ホ女急医学会
実施日:令和4年 6月 24日 '25日
参加者「救急救命公務員科専任教員1名

内 容 :多 職種連携で救急医療の危機に挑む /自然災害への備えを再考する

研修名:全国救急救命士施設協議会社員総会
主 催 :全 国救急救命士教育施設協議会
実施日:令和4年 3月 18日

参加者 :救 急救命公務員科専任教員1名

内 容 :救急救命士の現状と今後の進展状況について /各種委員会報告事項・次年度計画

②指導力の修得・向上のための研修等

主 催 :全 国救急救命士教育施設協議会
実施日:令和4年 8月 19日
参加者 i枚急枚命公務員科専任教員1名

研修名 :」 ESC救急救命教育部会 分科会
主 催 :」 ESC救急救命教育部会

環 状 報 告 と情 報 交 撫

参
内

1名
実施日:年4回 7月・10月・2月 )

加 者
容

研修名 :第 27回 日本救急医学会九州地方会
主 催 :日 本救急医学会
実施日:令和5年 5月 12日・13日
参加者 :救急救命公務員科専任教員3名

内 容 :医療業務のタスクシフト /重症患者家族対応と臓器移植問題

(3)研修 等の計画

①尋攻分野における実務に関する研修等

研修名 :全国救急救命士施設協議会社員総会
主 催 :全国救急救命士教育施設協議会
実施日:令 和5年 8月 17日
参加者 :救急救命公務員科専任教員1名

内 容 :救急救命士の現状と今後の進展状況について /各種委員会報告事項'次年度計画

漏 力 の修 得・向 上 の ため の 研 修 等

研修名 :全 国積急救命士教育施設協議会 教員研修
主 催 :全 国救急救命士教育施設協議会
実施日:令 和5年 8月 18日
参加者 :救急救命公務員科専任教員1名

内 容 :シミュレーション教育のあり方 /新任教員研修ワークショップ /総務省消防庁報告

研修名 :」 ESC救急救命教育部会 分科会
主 催 :」 ESC救急救命教育部会
実施日:年4回実施 (4月・7月 '10月 '2月 )

参加者 :枚急救命公務員科専任教員1名

内 容 :各校の広報・就職 ,DO・ 国家試験の現状報告と情報交換

89条において準用する同規則第67条 に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行う1こ当たつては
の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

(1)学校関係者評価の基本方針

「専惨学校における学校評価ガイドライン」に基づき、学校関係者として、卒業生、保護者、地域住民、高等学校、企業により構成される学校関係者評価委
員会を組織し、この委員会が、学校が行つた自己点検・自己評価の内容を審議・評I面 して、様々な角度からアドバイスや支援を行うことを通して、
の改善に活用することを方針とする。

(2)「 専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

(11)に つし※ (10)及



(3)学校関係者評価結果の活用状況

1年次に遅刻・欠席が多い傾向がみられるため対処が必要との指摘を受けた。これに対処するために、新たな学生日誌やポートフォリオを導入して学生
一人ひとりの状況を把握し、学習習慣の確立や生活習慣の改善を図つた。また、消防官 (救急教命士)と しての意識や職業観及び公務員としての自覚等
の教育強化が必要との意見を頂いた。これに対処すべく、現役消防官による特別講義を定期的に開催しマインド教育に努めた。また、各委員より各項目
概ね「言平価4」 の評価を頂いたが、その他の意見としては、学科を問わず学校全体への意見として、各委員から「コミュニケーション能力の更なる向上に努
めてほしい」「就職100%と共に1年 以内の離職率の低下が重要」「国家資格の合格率と共に受験率の更なる向上を期待する」「「中途退学率の更なる低減
が必要」「基礎力と応用力の強化が重要Jなど多くの意見を頂いた。リーダー会議、学科会議、キヤリアセンター会議、全体会議等でこれらの意見を共有
し、具体的な対策を実施し、その実現を図つている。

※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

(5)学校関係者評価結果の公表方法,公 表時期 令和5年 6月 30日 (前回 令和4年 6月 30日 )

広報誌等の刊行物 ・ その他 ( ) )

(〒

'
,

1わ 年 4月 ]日 現 在

'ЯI

村田 栄治 村田整骨院 院長 令和5年4月 1日 ～ 令和0年 3月 31日 (1年 ) 企業等委員(柔道整復科)

要 信義 要鍼灸院 院長 令和5年 4月 1日 ～ 令和 6年 3月 91日 (1年 ) 企業等委員(鍼灸科)

橋本 惨ニ 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 )
莱等 委 員
と命 公 蒸 目科 】

福田 智 医療法人 せと山荘クリエック 統括部長 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 ) 企業等委員(理学療法科)

丸田 淳司 医療法人誠和会 牟田病院 医療部門科長 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年 3月 31日 (1年 ) 企業等委員(作業療法科)

案西 浩平 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年 3月 31日 (1年 ) 企業等委員(歯科衛生士科)

今里 安江 医療法人社団 扶洋会 秦病院 看護部長 令和5年4月 1日 ～ 令和 6年 3月 3,日 (1年 ) 企業等委員(看護科)

安積 研二 AcroBats株 式会社 取締役会長 令和5年4月 1日 ～ 令和 6年 3月 31日 (1年 )
莱等 委 員

―ツ糾 攣 糾 う

株式会社サンドラッグ 人事部採用課主任 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年3月 31日 (1年 ) 企業等委員(薬業科)中西 祐介

スポーツ科学科 卒業生 令和5年 4月 十日～ 令和6年3月 31日 (1年 ) 卒業生代表谷口 貴隆

在検生(飯灸科2年 )保護者 令和6年 4月 1日 ～ 令和6年3月 91日 (1年 ) 保護者代表冨崎 尚美

福岡県立香椎高等学校 校長 令和5年 4月 1日 ～ 令和6年 3月 31日 (1年 ) 高等学校関係者稲富 勉

福岡市博多区大浜公民館 館長 令和5年4月 1日 ～ 令和6年 3月 31日 (1年 ) 地域関係者戎崎 淳一

ム

5「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修挙校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供しているこ

と。」関係

(1)企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

学校で毎年定める事業計画の実行方針で提起された目標 (カ リキュラムのイノベーション、中途退学率の低減、就職100%、 国家試験合格率100%等 )を具
現化するために、企業等からヒアリングを行い、業界の動向を踏まえた実行計画を作成している。その為にも、学校の方針や考え方に加え、様々な詳細情

報を十分に理解して頂いた上で、意見やアドバイス、支援を頂くことが重要となる。企業等への具体的な情報提供方法としては、学校関係者評価委員会
や教育課程編成委員会、業界関係者である非常勤講師との講師会、キャリアセンタースタッフによる企業訪問、企業とタイアップして行うイベント等あらゆ
る機会を活用して、積極的に情報の提供を行つている。

(2)「 専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

(2)各学科等の教育

(6)学生の生活支援
度

10

※(10)及び(11)に ついては任意記載。

(3)情報提供方法 ホームページ 広報誌等の刊行物

URL: httpノ/www ken acjp/



(別紙様式1-2)

授業科目等の概要
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1 〇 情報科学

Excel・ Word・ PowerPointの 基本操作を学
び、文章作成や表計算・プレゼンテーショ
ン等に必要な資料作成ができるようにな
る。

1 30 2 ○ 〇 ○

2 〇
英会話・医学
英語

医療従事者 として必要 とされる日常英会話
の基礎 を学び、グローバル化 している現代

社会において順応な対応ができるようにな
る。

1 30 2 〇 ○ O

3 ○
生命・医学倫
理

生命の尊さを認識 し、人の誕生から死まで
の間に起こりうる出来事を学び、倫理的基
盤を身につけ、医療人として対応すること
ができるようになる。

1 15 1 〇 O O

4 ○ 臨床心理学

心理学の基礎的知識や臨床的知識を学び、
救急救命士として現場で適切な対応ができ
るようになる。

1 15 1 ○ ○ 〇

5 O
コミュ_ケー
ション論

医療従事者として必要なコミュニケーションについ
て学び、社会で必要とされるルールやマナーを理解
し、就職について主体性・計画性を持って行動する
ことができるようになる。

1 30 2 O 〇 O

6 O 解剖学・生理
学

人体を構成する要素や人体の各器官の位置
関係、人体の構造と機能について系統的に
説明できる。

1 90 6 O ○ O

7 〇 病理学

炎症と感染、循環・代謝障害、退行性・進
行性病変、先天性異常等を学び、各疾病の
成 り立ちと回復の過程について説明でき
る。

1 30 2 O ○ O

8 ○ 薬理学

各種薬剤の薬理作用や適応、生体に及ぼす影響につ

いて学び、救急現場において、傷病者の有用な情報
源として判断 し、適切な現場活動ができるようにな
る。

1 30 2 ○ 〇 ○

9 O 公衆衛生学

近年の少子高齢化や保健所の役割、学校・

母子保健、精神保健福祉等について学び、
保健医療制度の仕組みと現状ついて説明で
きる。

1 15 1 O 〇 ○

10 ○
社会 保 障・社
会福祉

社会保障 と社会福祉の理念や医療・介護・

年金保険制度、生活保護等について学び、
現在の社会保障 と社会福祉 を支える仕組み
について説明できる。

1 15 1 O O 〇

11 O 病院前医療概
論 I

救急・災害・病院前医療体制と、消防機関
における救急活動の流れを学び、救急現場
において適切な病院選定や救急活動ができ
るようになる。

1 30 2 O ○ O

12 ○
病院前医療概
論 Ⅱ

病院前救護活動における救急救命士の役割
と責任について学び、救急救命士として法
令及び安全管理を遵守 した現場活動ができ
るようになる。

1 30 2 〇 ○ O



13 O 救急救命処置
概論 I

病態・疾病によつて全身や局所に認める特
徴的な症状について学び、救急現場におい
て傷病者の適切は観察と緊急度・重症度判
別ができるようになる。

1 30 2 O ○ O

14 ○
救急救命処置
概論 Ⅱ

救急現場で使用する資器材やその資器材を用いて救
急救命士が行う観察・蘇生法・処置について学び、
適切な資器材選定と傷病者への対応ができるように

なる。

1 45 3 〇 〇 ○

15 O
救急病態生理

学 I

呼吸・循環不全・心肺停止の症候・病態生

理 を学び、救急現場において適切な観察・

評価・救急処置ができるようになる。

2 30 2 O ○ ○

16 ○
救急病態生理
学 Ⅱ

神経系に関わる疾患の症候・病態生理 を学
び、救急現場において適切な観察・評価・

救急処置ができるようになる。

2 45 3 〇 〇 ○

17 O 救急症候学
各種疾患の症候・病態生理を学び、救急現
場において適切な観察・評価・救急処置が
できるようになる。

2 45 3 ○ ○ O

18 ○
疾病救急医学
I

神経・呼吸・循環器系の主な疾患の発生機
序、症状を学び、救急現場において必要な
救急処置や適切な対応ができるようにな
る。

2 45 3 ○ ○ ○

19 〇
疾病救急医学
Ⅱ

消化・泌尿・内分泌・血液・皮膚・感覚系
の主な疾患の発生機序や症状を学び、救急
現場において必要な救急処置や適切な対応
ができるようになる。

2 45 3 O ○ ○

20 O 疾病救急医学
Ⅲ

筋 ・骨格系、感染症の主な疾患の発生機
序、症状を学び、救急現場において必要な

救急処置や適切 な対応 がで きるよ うにな
る。

2 30 2 O O ○

21 O 疾病救急医学
Ⅳ

小児・高齢者・周産期・精神障害の特殊性
とその発生機序、症状を学び、救急現場に
おいて必要な救急処置や適切な対応ができ
るようになる。

2 45 3 〇 O O

22 O 外傷総論

外傷についての傷病者の評価や受傷機転、
発生機序、ショックを学び、外傷時の現場
活動において必要な救急処置や適切な対応
ができるようになる。

1 15 1 O O ○

23 〇 外傷各論

各部位における外傷の受傷機転、発生機序、病態、
症状、所見及び予後等を学び、外傷時の現場活動に

おいて必要な救急処置や適切な対応ができるように

なる。

2 60 4 O ○ ○

24 〇 急性中毒学

中毒物質による障害について発生機序、病態、症
状、予後などを学び、中毒物質が原因となる救急活
動において観察、評価、処置及び搬送方法について

適切な対応ができるようになる。

2 15 1 ○ ○ ○

25 〇 環境障害

環境因子による障害について発生機序、病態、症
状、予後などを学び、環境因子が原因となる救急活
動において観察、評価、処置及び搬送方法について

適切な対応ができるようになる。

2 15 1 O O ○

26 〇

救急処置実習
I(基 本 手
技 )

実習室内外におけるシミュレーション実習
により、即戦力となる知識・技術を身につ

け、実際の救急現場での対応ができるよう
になる。

1 360 8 〇 O ○

27 ○

救急処置実習
Ⅱ (応 用 手
技 )

実習室内外におけるシミュ レーシ ョン実習
によ り、即戦力となる知識・技術を身につ

け、実際の救急現場での対応ができるよう
になる。

2 360 8 〇 O 〇 O



28 〇

救急処置実習
Ⅲ (総 合 手
技 )

実習室内外におけるシミュレーション実習
により、即戦力となる知識・技術を身につ

け、実際の救急現場での対応ができるよう
になる。

3 225 5 ○ O ○ ○

29 ○

救急処置実習
Ⅳ (病 院内実
習 )

実際の医療現場を通 じて実践的な知識・技
術・接遇を学ぶことにより、救急医療機関
において、救急救命士として対応すること
ができるようになる。

２

　

　

３

180 4 ○ 〇 O ○

30 ○ 総合救急医療
救急救命士国家試験に必要な知識を総合的
に学び、救急救命士国家試験に必要な合格
基準を突破できるようになる。

3 150 10 ○ ○ ○

31 O
公 務 員 講 座
(総 合 ・ 面

接 )

公務員試験の教養試験を突破する知識を身
につけ、面接試験に必要な書類作成や礼
法・作法、日頭試間に対する自己表現がで
きるようになる。

3 345 23 O ○ ○ ○

32 ○ 総合基礎
救急救命士として必要な基礎的知識を総合
的に学び、救急救命士国家試験の基礎的問
題を解くことができるようになる。

3 345 23 ○ O O

含 討 32 1斗 日 136単位 (単位 辟 剖 )

授 業期 間写卒業要件及び履修方法

当該学年において、履修すべき学科目のうち、履修を認定されない学
科日 (不合格)が 1科 日以上あれば卒業できない。また、履修すべき
学科目のいずれかについて、出席回数が総授業回数の 3分の 2未満の

者は卒業できない。

卒業要件 1学年の学期区分 2期

講義・演習 '実技・実習のいずれかにより、またはこれらの併用によ
り行う。

履修方法 1学期の授業期間 15週

1 ―の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
については、主たる方法についてOを付し、その他の方法について△を付すこと。

企業等との連携については、実施要項の3(3)の 要件に該当する授業科目についてOを付すこと。2


